
社会福祉施設における労働災害が増加！

社会福祉施設のみなさまへ

大阪南労働基準監督署
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１月から６月までの労働災害発生件数

大阪府内 発生 大阪南労働基準監督署管内 発生

社会福祉施設における労働災害は、約２０年のあいだ、おおむね増加傾向にありま
す。
さらに、本年１月から６月までに発生した社会福祉施設での労働災害が、昨年（令

和７年６月時点）や一昨年（令和６年６月時点）と比べても大幅に増加しています。
労働災害発生防止対策に取り組み、これ以上の増加に歯止めをかけましょう。
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大阪南労働基準監督署管内における

１年ごとの労働災害発生件数の推移

社会福祉施設における休業４日以上の労働災害
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社会福祉施設における労働災害のうち

転倒災害 約３割
動作の反動・無理な動作（腰痛含む） 約３割



職場のあんぜんサイト
転倒災害防止対策の推進について

職場のあんぜんサイト
安全で安心な店舗・施設づくり推進運動

高齢者介護施設における
雇入れ時の

安全衛生教育マニュアル

腰痛予防対策

高年齢労働者の
安全衛生対策について

安全衛生管理体制
労働災害を未然に防止するためには、安全衛生管理体制の整備が必要です。
労働者数５０人以上の事業場は、衛生管理者及び産業医を選任、労働者数１０人以上５０

人未満の事業場は、衛生推進者を選任し、定められた職務を実施してください。
また、労働者数５０人以上の事業場は、衛生委員会を設置し、労働災害防止について検討

しましょう。

腰痛防止
腰痛は、動作要因︓腰部に加わる過度な負荷、

環境要因︓寒冷・照明・床面や機器設備の配置状態、
個人的要因︓年齢・体格・疾病の有無といった要因が
複合して発症します。
腰痛を防止するには、自動化・省力化、作業姿勢、

作業の実施体制（２名組体制確保等）、作業標準の策
定等を考慮しましょう。

転倒防止
転倒災害は、約４割がつまずき、約３割が滑りによるものです。
これらは、床の濡れを拭き取る、通路に放置した荷物を片付ける

といった４S（整理・整頓・清掃・清潔）や危険予知活動によって
防止できるものも少なくありません。

高年齢者の労働災害防止

令和８年４月１日から労働安全衛生規則第６２条の２により高
年齢者の労働災害防止のための措置が事業者の努力義務となりま
した。
また、エイジフレンドリーガイドラインに変わる高年齢者の労

働災害防止のための指針（エイジフレンドリー指針）が策定され
ました。

大阪発・新４S運動

さらに大阪労働局では４つの活動を促す“大阪発・新４S運動”を
推進しています。
・安全見える化活動…危険箇所の見える化
・安全study活動…管理者や作業者への教育
・リスク評価推進活動…リスクアセスメント等の実施
・命綱GO活動…高所作業への対策


